
施策の柱
方向性・

施策

30 １） 多様性を
認め合う意
識づくり

1 ダイバーシ
ティとインク
ルージョン
の推進

人権啓発課 ＬＧＢＴ等性的マイノリティへの偏見・差別防止に向け、区民・地域
および職員の理解・啓発の促進。
・人事課研修係と共同で職員研修および職層研修において、新た
な人権課題の一つとして取り上げ、実施。
・成人式や各人権研修等で、「性的マイノリティの人権」パンフレット
配布。
・人権啓発課で発行するパンフレット・啓発誌に記載。
・啓発パネルを作成し、男女共同参画センター交流室での通年掲
示、イベントでの掲示と貸出。
【令和４年度実績】
①性の多様性尊重講座実施。
②性的マイノリティについて電子アンケート実施。
③職員・教職員向け性自認・性的指向に関する行動指針を作成お
よび配布し、管理職対象の研修を実施。
④LGBT等当事者や理解者が集い、交流できる場「みんなのひろ
ば」開催。
⑤学校へ出前講座開催（性の多様性尊重講座・デートDV講座）。
⑥マイセルフ品川プラン啓発・促進講演会おいて、「性の多様性と
人権」をテーマに講演会を開催。

平成３０年度に策定した「マイセルフ品川プラン～
誰もが自分らしく～（男女共同参画のための品川
区行動計画第５次・品川区配偶者暴力対策基本
計画・品川区女性活躍推進計画）」において、性別
等にとらわれない人権尊重、多様な生き方への配
慮についての視点を取り入れた講座等を開催し
た。
今後も様々な機会や手段を捉え、幅広い世代に向
けた事業を実施し、理解促進に努める。

継続 男女共同参
画のための
品川区行動
計画第５次・
品川区配偶
者暴力対策
基本計画・
品川区女性
活躍推進計
画

31 ２） 障害者等
への配慮の
深化

2
①

障害者差別
解消法の普
及啓発

障害者施策推
進課

障害者差別解消に向け、職員および区民・事業者への普及啓発・
理解促進
　・区民・事業者へのハンドブックの配布
　・障害者差別解消に関する職員研修を各職場で実施
　・障害者差別解消に関する職員意識調査を電子アンケート実施
　・「広報しながわ」に障害者差別解消法に関する記事掲載
【令和４年度実績】
　・令和３年度に改訂したハンドブックを職員へ配布
　・障害者差別解消に関する職員意識調査を電子アンケート実施
　・新規採用職員向けに障害者差別解消法に関する研修実施
　・「広報しながわ」に障害者差別解消法に関する記事掲載
　・二十歳の集いで、参加者（二十歳の方）へ配布

令和３年度に改訂したハンドブックを窓口や各種イ
ベント等で配布し、引き続き区民や事業者への普
及啓発に努める。

継続 品川区障害
者計画・品川
区障害福祉
計画・品川区
障害児福祉
計画、障害を
理由とする差
別の解消の
推進に関す
る法律

今後の
方向性

関連計画・
法令

1. 気づく心とつなげる気持ちをはぐくむ

（１）相互理解の促進

第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧
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頁
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資料3

1/21



施策の柱
方向性・

施策

今後の
方向性

関連計画・
法令

第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧

計画
頁

NO 事業名 所管課
取組内容・実績 評価（成果・課題）

資料3

31 ２） 障害者等
への配慮の
深化

2
②

障害者差別
解消法の普
及啓発
（映像によ
る事業・活
動の周知）

広報広聴課 【令和４年度】
・ケーブルテレビ　「障害者就労」２分番組５本組の放送を
  品川区公式YouTubeチャンネル「しながわネットTV」で公開

障害のある方への理解が深まるようなニュースを
配信するとともに、障害のある方への情報の提供
に努める。

継続

31 3 ユニバーサ
ルデザイン
やおたがい
さま運動の
普及啓発

福祉計画課 【令和４年度】
・おたがいさま運動普及啓発
　懸垂幕、カレンダー
・パネル展示の実施（区役所庁内通路等）
・外部広告への掲載
　区所有車に広告掲載
・おたがいさま運動内容の公開（YouTube区公式チャンネル）
　　視聴回数：累計約１．２万回
・学校児童向け学習会
　新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、規模を縮小して実
施
・区民向け研修
　地域研修プログラムとして、障害者理解の研修を実施

コロナ禍でも学校児童向け学習会を開催できるよ
うに作成したＤＶＤを活用し、学習会を再開した。
一般区民へのユニバーサルデザインやおたがい
さま運動の普及啓発について、コロナ禍において
も物品の作成やパネル展示、外部広告への掲載
等を行ってきたが、より広く周知していくための手
法をさらに検討していく必要がある。

継続

32 １） PTA等に
よる地域の
子どもの見
守り活動

4 ８３（ハチさ
ん）運動の
実施

庶務課 ○小学校・義務教育学校PTA等あてに啓発グッズ購入
　　令和４年度：ポスター　5,000枚、マグネットポスター　150枚
○本運動の普及のため、ポスターやパンフレット、啓発グッズの作
成や、年２回広報紙掲載などにより周知している。

８３運動が始まってから１５年ほど経過し、地域ぐ
るみで子どもを守るという意識は浸透してきている
が、新たに転入されてきた方々や学校とは関わり
のない方々については、８３運動やその趣旨につ
いての周知を図っていく必要がある。
PTAや地域へより一層の協力を求めつつ、コミュ
ニティスクールの活用など、より効果的な啓発方
法について検討していく。

継続

32 ２） 認知症サ
ポーター養
成の充実

5 認知症サ
ポーター養
成事業の実
施

高齢者地域支
援課

【平成１８年度～令和４年度累計】
・キャラバンメイト登録者・・・５４０人
・認知症サポーター養成講座修了者・・・延べ１９，９８６人

認知症サポーター養成講座は、主に在宅介護支
援センター職員が講師となり企業(金融機関・スー
パー等)・町会・商店街・学校など、当初計画以上
に受講者の職種や世代が幅広くなっている。今後
は、養成した認知症サポーターおよびキャラバンメ
イトが、認知症カフェや地域で活動できる場所を増
やしていく必要がある。

継続

（２）生活の中での気づきの促進
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34 １） 民生委
員・児童委員
による見守り
活動

6 民生委員・
児童委員が
活動しやす
い環境づく
り

福祉計画課 ①民生委員・児童委員同士の連携・協働を進めるとともに、地域の
情報共有などのため、協議会を各地区概ね月１回開催している。
②民生委員制度やその活動を周知するため、民生委員の日（５月
１２日）に合わせパネル展示を行う他、地域のイベントで周知活動
を実施している。

民生委員協議会では、行政からの情報共有だけ
でなく、地区の課題や事例を交えて情報・意見交
換することにより、活動しやすい環境づくりを図っ
ている。

継続 民生委員法

35 ２） 高齢者等
を地域で見
守るネット
ワークづくり

7 高齢者等地
域見守り
ネットワーク
事業の充実

福祉計画課 ①見守り活動団体助成
　　　５４団体が継続的に助成金を受け活動を実施している。
②民間企業との連携（協定締結）
　　　計２３社と協定締結
　　　※具体的には訪問・宅配業務中に異変を察知した場合、
　　　　区への通報窓口を明確にし、即時対応する。

人と接するのが難しい状況の中、多くの町会・自
治会が活動を維持することができた。
団体へのＰＲとしてチラシを新規作成し、町会・自
治会の会議等で周知を図ることで次年度以降の
活動団体を増やしていく。

継続

35 8 品川くるみ
高齢者見守
りネットワー
クの充実

高齢者地域支
援課

【令和４年度末】
　品川くるみ高齢者見守りアイテム登録者数・・・５９６人

見守りアイテム普及用のチラシを作成し、広く周知
を行うことでアイテム登録者の増加および事業の
理解促進を図った。今後も登録者が増えるよう事
業の周知方法を工夫するとともに、早期発見に係
るネットワーク強化を図る。

継続

36 ３） 災害時助
け合いのしく
みの充実

9 品川区要配
慮者支援体
制の充実

防災課

【令和４年度】
①全２００防災区民組織で５，３４６人登録
②しながわ防災学校 福祉関係者向けコース２３８名修了
③品川地区（櫻心会）、大崎地区（池田山町会）、大井地区（大井倉
田町会）、荏原地区（東中三町会）、八潮地区（潮路東ハイツ自治
会）の５団体に対し品川区避難支援個別計画書作成、避難誘導
ワークショップ、支援体制作りに関する支援を実施。

しながわ防災学校の福祉関係者向けコースにお
いて、区内介護保険居宅介護支援事業所・ケアマ
ネジャー、相談支援専門員等を対象にWeb形式に
よる防災研修を実施した。

避難行動要支援者支援体制構築補助では、区内
５団体を対象に、ケアマネジャー、相談支援専門
員とともに防災区民組織の中に入って支援体制づ
くりに関する支援を行うことで、防災区民組織と福
祉関係者の関係づくりのきっかけとなり、課題認識
を共有できたことが大きな成果である。

継続 災害対策基
本法

37 ４） 個人情報
の適切な活
用と保護の
周知

10 地域福祉活
動における
個人情報の
取り扱いの
周知

福祉計画課 「地域福祉活動のための個人情報取扱いガイドブック」により、町
会・自治会に一定のルールに基づいた情報提供・活用の正しい知
識の普及啓発を図っている。
一元化名簿については、希望町会・自治会へ使用目的・取扱いに
係る義務を理解促進し、提供している。

ガイドブックにより個人情報の取扱いについては
一定周知が図られた。
今後も町会・自治会から見守り活動の手段の一つ
として一元化名簿の取得希望があれば、あらため
て個人情報の適正な活用を周知するとともに、ひ
とり暮らし高齢者等の見守り、要配慮者への支
援、防犯・消費者対策等の支援などの支え合いの
活動を支援していく。

（３）地域による見守り体制の充実
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40 １） 地域団体
等の連携支
援

11 支え愛活動
会議等の充
実

地域活動課、福
祉計画課

区内全１３地区において、年１～３回程度開催する会議により、地
域住民代表・地域団体間で情報交換・意見交換を行い、地域の支
え合い活動の充実を図っている。

各地区ごとに支え愛活動会議を実施してきたこと
で、ボランティア活動が地域に定着し、各地区に根
付いてきた。

継続

42 ２） 募金・寄
附金等の有
効活用

12
①

共同募金・
地域振興基
金の有効活
用

福祉計画課 共同募金
【令和４年度】
　募金額　８，６９７，７６６円
　（PR方法）広報しながわ掲載、町会・自治会あてにチラシを配布

＊集められた募金は、区内の団体、福祉施設などからの申請に応じ、品川区配
分推せん委員会で審査した上で東京都共同募金会へ推薦し、配分された各団
体の事業や物品購入等の費用として活用されている。

品川区は町会・自治会だけでなく企業、学校、区
職員も募金に協力的で都内でも有数の実績があ
る。令和４年度は新型コロナウイルス感染症の影
響はあるものの、前年度の４割以上の募金額増と
なった。
品川区への配分額も増額が見込まれるため、実
績増加に向けた募金活動を継続する必要がある。

継続

42 12
②

共同募金・
地域振興基
金の有効活
用

地域活動課 地域振興基金および区民活動支援事業
地域振興基金を原資とし、地域課題解決のために取り組む事業へ
の支援を行う。
【令和４年度】
　寄附金総額　１，３４０，０００円
　   区民活動助成制度・・・５事業へ交付
　　 助成総額　　　　３，１２４，０００円

引き続き、地域の課題解決に取り組む地域団体
への支援を行い、団体育成の機会としていく。

継続

2. 地域でいきいきと暮らせるまちをつくる

（１）地域活動等の活性化
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43 １） サロン活
動の拡充

13 ほっと・サロ
ンの運営支
援・拡充

福祉計画課
（社協）

既存の施設における開催を支援するとともに、集会所、町会会館
等の活用により実施する地域サロンの活動費（使用料）の一部を
助成する。
【令和４年度】
　１５ヶ所、６８サロン　開催回数延べ１，４０３回
　参加者数延べ１２，９７４人
　（内訳）
　 荏原・・・延べ１，７５７人　　　　西大井・・・延べ３，５４８人
　 南品川・・・延べ１，９９３人　　 大井三・・・延べ２２３人
　 平塚・・・延べ１，４２６人
　 地域サロン・・ ・延べ４，０２７人
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、一部は開催なし

毎年新たな地域サロンができる一方、運営者の高
齢化に伴うサロン終了の状況も見られる。
区内各地でサロン活動が実施されているものの、
地域によっては活動拠点が不十分である。
しかしながら、ほっとサロンとして定義されていな
い町会・自治会や高齢者クラブ等で行われている
サロン形式の活動も存在している。それぞれが共
存しつつ、活用・拡充できるよう、活動主体を横断
的に調査し、地域資源として把握をする必要があ
る。

継続

43 14 認知症カ
フェ等の拡
充

高齢者地域支
援課

一定の要件を満たした認知症カフェを品川区認知症カフェとして登
録し、さらに一定の要件を満たした登録団体に対し、運営費の一部
を助成する。また、４地区図書館（品川・荏原・五反田・八潮）におい
ても認知症カフェを開催している。
【令和４年度末】
　カフェ数・・・２９（図書館カフェ含む）

登録されている認知症カフェについては、それぞ
れの特色を出し、地域の中で認知症の人とその家
族を支えるつながりを強化する役割を担っている。
今後も、地域バランスを意識した開設を支援して
いくとともに、作成した品川認知症カフェのリーフ
レットを用いて、周知の強化を図る。

拡充

44 15 親子サロン
の実施

子ども育成課 【令和４年度】
　実施２４館、　利用者数 １２５，３１１人
※令和４年度、一本橋児童センター改築に伴い休館
※新型コロナウイルス感染症対策のため、館により利用方法、利用状況が
異なる。

乳幼児親子の居場所として、利用定着している。
親子サロン利用者同士の交流も進み、子育ての
孤立防止に効果がみられる。
一方で、単独でも利用しやすい環境を常に整えて
いくことが課題である。

継続 品川区立児
童センター
条例

44 １） サロン活
動の拡充

16 子育て交流
サロンの実
施

子ども育成課 【令和４年度】　　※参加・相談は延べ数
①平塚橋すきっぷひろば
　　実施回数３１回、参加人数８４６人、相談件数７１件
②荏原すきっぷひろば
　　実施回数３３回、参加人数７４６人、相談件数６７件

地域の乳幼児親子の交流の場および子育て相談
の場として、利用定着している。効果として、子育
て交流サロンを利用することで不安感や孤独感の
解消につながる。今後はポストコロナ期への移行
に伴い、新たな感染症の脅威に備えながら、積極
的かつ柔軟な事業展開を図ることが課題である。

継続 子ども子育
て支援法

（２）多世代による支え合いの地域づくり
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施策の柱
方向性・

施策

今後の
方向性

関連計画・
法令

第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧

計画
頁

NO 事業名 所管課
取組内容・実績 評価（成果・課題）

資料3

45 ２） 地域の中
で子どもを育
てる拠点の
整備

17 子ども食堂
の開設・運
営支援

子育て応援課 【令和４年度末】
　子ども食堂開設数：３５か所

地域のコミュニティの中で子どもを育てていく効率
的な拠点として期待できる子ども食堂の開設・運
営を支援することで、民間活動の活性化と子ども
の居場所づくりに資することができる。今後も子ど
も食堂の開設・継続運営のための支援を行ってい
く。

継続 子どもの貧
困対策の推
進に関する
法律、子供
の貧困対策
に関する大
綱

45 18
①

しながわ子
ども食堂
ネットワーク
の充実

子育て応援課 【令和４年度】
・しながわ子ども食堂フォーラム２０２２開催：参加者１９１名
・子ども食堂ネットワーク会議開催：前期・後期開催
・子ども食堂運営者勉強会開催
・ネットワーク会員数：２６１人

ネットワーク会員同士が子ども食堂運営のノウハ
ウや悩みなどの情報共有ができるよう、定期的に
会議を開催している。地域や企業からの、寄付支
援を受ける仕組みづくりを充実していくために、関
係者間の連携を図っていく。

継続 子どもの貧
困対策の推
進に関する
法律、子供
の貧困対策
に関する大
綱

45 18
②

しながわ子
ども食堂
ネットワーク
の充実
（映像によ
る事業・活
動の周知）

広報広聴課 【令和４年度】
・ケーブルテレビ「わ！しながわニュース」で紹介
　フォーラムやパネル展、企業からの寄付などを品川区公式
YouTubeチャンネル「しながわネットTV」で公開

子ども食堂に関連した情報を配信することにより
活動の周知を図る

継続
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施策の柱
方向性・

施策

今後の
方向性

関連計画・
法令

第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧

計画
頁

NO 事業名 所管課
取組内容・実績 評価（成果・課題）

資料3

46 １） ボラン
ティア活動へ
の参加の促
進

19 ボランティア
情報の収
集・発信

地域活動課 しながわすまいるネット（区民活動情報サイト）
地域団体のイベント情報や活動報告など、自ら発信・検索を行うこ
とができるウェブサイトで、団体活動の活性化を図る。
【令和４年度】
　・登録１１４団体、ページビュー数平均１２，０２２件/月

令和３年度から新システムが稼働し、地域団体の
情報発信の場となっている。登録団体数・掲載情
報数の増加、地域活動に興味を持つ方の閲覧増
を目指し、引き続き周知活動を実施していく。

継続

46 20 ボランティア
団体・企業
等の活動の
支援

社協 社協登録のボランティア団体（３２団体）やＣＳＲ企業（２０企業）との
連携支援のため、各種連絡会等による情報交換や団体への活動
助成を行った。
　①ボランティア団体連絡会　　年１回
　②しながわＣＳＲ企業連絡会　　年２回

また、ボランティア団体の立上げにあたって、備品等の購入資金の
助成を行った。
【令和３年度】
　③ボランティアファンド助成　２団体（助成合計５９２，３００円）
【令和４年度】
　申請団体なし

登録ＣＳＲ企業等へは、施設や団体で活動できる
ボランティア情報を都度提供している。引き続き企
業ボランティアの担い手拡大のため条件に応じた
情報提供を実施していく。
また、ボランティアファンド等各種助成を利用した
団体において、特に子ども食堂を中心とした区内
の活動支援に直接つながっているため、令和４年
度は申請団体がなかったが、継続して支援してい
く。

継続

47 ２） 高齢者・
障害者等の
社会参加の
促進

21
①

高齢者多世
代交流支援
施設等の有
効活用

高齢者地域支
援課

【令和４年度】
　施設利用人数　７３，６１５人
　①大崎高齢者多世代交流支援施設　 　１５，６５９人
　②平塚橋高齢者多世代交流支援施設　２６，８５２人
　③平塚高齢者多世代交流支援施設　　 １０，７９０人
　④東品川高齢者多世代交流支援施設　２０，３１４人

令和２年度９月に東品川高齢者多世代交流支援
施設が開設され、多世代交流の拠点整備が進ん
でいる。さらに、老朽化の進んでいた北品川シル
バーセンターを改築し、令和６年４月に北品川ゆう
ゆうプラザとして開設予定である。今後も地域住民
の支え合いの重要な場としてさらなる施設の活用
を目指す。新型コロナウィルスの影響で高齢者と
多世代との交流事業が低調だったが、事業の再
開が見込まれているので、状況を注視していく。

拡充

47 21
②

高齢者多世
代交流支援
施設等の有
効活用
（映像によ
る事業・活
動の周知）

広報広聴課 【令和４年度】
・ケーブルテレビ「わ！しながわニュース」で紹介
・品川区公式YouTubeチャンネル「しながわネットTV」で公開

ゆうゆうプラザで行われる事業などを紹介すること
で、施設の周知を図る

継続

（３）社会参加を通じた生活の質の向上
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施策の柱
方向性・

施策

今後の
方向性

関連計画・
法令

第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧

計画
頁

NO 事業名 所管課
取組内容・実績 評価（成果・課題）

資料3

47 ２） 高齢者・
障害者等の
社会参加の
促進

22 高齢者社会
参加促進支
援事業の実
施

高齢者地域支
援課

①高齢者クラブのPR
②輪投げ大会など社会参加活動の普及啓発
③高齢者の地域交流活動の支援
④冊子「しながわいきいきガイド」の作成
⑤ボランティア育成の場の提供

「高齢者」の価値観や生活様式が多様化してお
り、高齢者クラブをはじめとした地域交流活動団体
の会員数が延びていない状況である。さらに運営
する役員等の高齢化も課題となっており、地域貢
献・ボランティア活動など自主活動への支援の再
構築が求められる。

継続

47 23 地域貢献ポ
イント事業
の拡充

高齢者地域支
援課

【令和４年度】
　登録者数・・・１，２６９人　　　　　活動者数・・・５５８人
　年間ポイント付与数・・・１５，５９１ポイント

介護予防事業においてはボランティア主体の活動
が重要となってきている。登録者数は増加傾向に
あり、引き続き担い手であるボランティアの確保・
育成を行うとともに、活動先の拡充を図る必要が
ある。

継続

47 24 高年齢者の
就業支援

商業・ものづくり
課

【令和４年度】
①サポしながわ（おおむね55歳以上の高年齢者を対象とした無料職業紹介所）

　　・求職者登録数　　　　９８２人
　　・求人募集件数　　３，６８８件
　　・就職決定数　　　　　 １７９人
【令和４年度末時点累計】
②品川区シルバー人材センター（60歳以上の区民の多様な就業を支援）

　　・会員数　　　　　　 ２，１５０人
　　・受託事業件数　１３，５２６件

サポしながわは、ハローワーク品川と連携して年４
回合同就職面接会を開催し、例年１００名を超える
求職者が参加している。新型コロナウイルス感染
症の影響で新規登録者数の減少が課題となって
おり、多様なメディアを利用したＰＲ活動や他団体
と連携したイベントによって、新規登録者を確保に
取り組んでいる。
また、品川区シルバー人材センターでは、会員数
の減少と会員の高年齢化が課題となっており、広
報紙等への掲載や入会説明会など積極的な実施
によって、団体および事業の周知、会員募集の強
化を図っている。

見直し ・社会福祉
法人品川区
社会福祉協
議会補助金
交付要綱
・公益社団
法人品川区
シルバー人
材センター
補助金交付
要綱
・公益社団
法人品川区
シルバー人
材センター
運営資金の
貸付に関す
る要綱

47 25 障害者地域
生活支援事
業の実施

障害者支援課 【令和４年度】
地域活動支援センター事業
「逢（あえる）」
　年間利用者数：３，８８１人
「たいむ」
　年間利用者数：１，５０５人
「ぐるっぽ」
　年間利用者数：５７１人

手芸などの創作的活動や生産活動の機会の提供
など、多くの障害者に多様な日中の過ごし方を提
供できる活動拠点となっている。
手話講習会・体験講座の利用が伸びているため、
区民ニーズに応えられるよう、事業内容を研究し
ていく。

継続 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画
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施策の柱
方向性・

施策

今後の
方向性

関連計画・
法令

第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧

計画
頁

NO 事業名 所管課
取組内容・実績 評価（成果・課題）

資料3

48 １） ひきこも
り等困難を
有する子ど
も・若者への
居場所づくり

26 子ども若者
応援フリー
スペースの
開設および
エールしな
がわの開設

子ども育成課 ①子ども若者応援フリースペース
　学齢期から青年期までが利用できる居場所（フリースペース）や、
１８歳以上の若者を対象とした若者カフェ・社会体験プログラムなど
を行っている。（一般社団法人子ども若者応援ネットワーク品川に
委託）
　【令和４年度】
　・登録者数　２１５人　　　・実施回数　３３８回
　・延べ人数　５，５９０人　　・相談延べ件数６１０件

②エールしながわ
　相談業務のほかに、秋田県藤里町社会福祉協議会との連携や、
家族会や学習会などを実施している。（品川区社会福祉協議会に
委託）
　【令和４年度】
　（１）相談業務・プログラム
　　　・実施回数　２４２回　　　・相談延べ件数　５６６件
　（２）家族懇談会
　　　・実施回数　９回　　　・相談延べ参加人数　７４人
　（３）学習会
　　　・実施回数　５回　　　・相談延べ参加人数　４９人

伴走支援が定着し、居場所事業がある程度定着し
てきた一方で、近年、精神疾患・障害をもつ利用者
が増え、相談内容が重層化する傾向にある。現場
の支援者は、あらゆる相談に対応せざるを得ない
状況にあり、高い専門性が求められている。こうし
た課題に対応するためにも、各関係機関との連携
が不可欠である。

継続 ・第2期品川
区子ども・若
者計画

・子ども・若
者育成支援
推進法

48 ２） 生活困窮
者等世帯へ
の学習等の
支援

27 生活困窮者
等世帯への
学習等支援

生活福祉課 ①子どもの学習・生活支援（家庭学習環境整備支援）
　１８歳未満の子どものいる生活困窮者世帯（生活保護世帯含む）
に対し家庭訪問を行い、子どもの学習環境や進路に関する相談・
支援を行うとともに、必要に応じて適切な関係機関につなげてい
る。

②学習支援（あした塾・ドリームサポート学習室）
　生活困窮者世帯の中学生を対象とした少人数学習指導を行い、
基礎学力向上と希望高校への進学支援を実施している。また、大
学や専門学校進学を目指す生活困窮世帯の高校生等に対し、自
習の場や学習相談ができるドリームサポート学習室を提供してい
る。
【令和４年度】
　　①家庭訪問　１８８世帯
　　②あした塾（中学生）　７人
　　　 開設日数６７日　　参加延べ人数１３６人
　　③ドリームサポート学習室（高校生等）　８人
　　　 開設日数１３９日　　参加延べ人数１５４人

①子どもの学習・生活支援については、当該世帯
の子どもとだけ接するのではなく、世帯全体の自
立促進の観点から保護者等へ子どもの学習・進学
等についての助言を実施し、また他機関とも連携
を図っている。

②学習支援については、生活困窮者世帯への周
知方法が課題である。

継続 生活困窮者
自立支援法

（４）様々な生きづらさを持つ子ども・若者への支援
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施策の柱
方向性・

施策

今後の
方向性

関連計画・
法令

第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧

計画
頁

NO 事業名 所管課
取組内容・実績 評価（成果・課題）

資料3

48 ２） 生活困窮
者等世帯へ
の学習等の
支援

28 子どもの未
来応援プロ
ジェクト

生活福祉課 Ｎｏ27　「生活困窮者等世帯への学習等支援」と統合し、ドリームサ
ポート学習室として実施

R3~
所管
生活福祉課

49 １） 情報のバ
リアフリーの
推進

29
①

支援を必要
とする人へ
の情報提供
体制の充実

広報広聴課 多様な媒体での情報発信【令和4年度】
○広報しながわ
・個別配送する（区内在住で希望する方のみ）。
・電子書籍を１０言語（日本語・英語・中国語（簡体字）・中国語（繁
体字）・韓国語・タイ語・ポルトガル語・スペイン語・インドネシア語・
ベトナム語）で配信する。パソコン、スマートフォン、タブレット端末で
閲覧でき、音声読み上げにも対応。
・区内在住で視覚障害があり希望する方へ、「声の広報」（デイジー
録音（ＣＤ－Ｒ）もしくはカセットテープ）を郵送する。また、品川区公
式YouTubeチャンネルでも配信。
・区ホームページに音声読み上げ機能に対応したWeb広報紙
（HTML版）を掲載する。
・英字広報を発行する（電子書籍でも配信）。

高齢者、障害者などを含め、だれもが取得しやす
い情報の提供に努めている。

拡充

 〇ケーブルテレビ品川・デジタルサイネージ
・音声がなくとも内容が伝わるよう映像にテロップを活用
〇FMしながわ
・音声での情報発信
〇InterFM897
・音声での情報発信
・5言語(日本語・英語・中国語・韓国語・タガログ語)で発信
〇ホームページ　総アクセス数13,185,335件
・ウェブアクセシビリティへの配慮
〇しなメール 登録アドレス数6,734件
・文字での情報発信
〇品川区公式LINEアカウント お友達登録35,561人
・文字での情報発信
〇品川区公式YouTubeチャンネル「しながわネットTV」登録者数
9,108人
・聴覚障害者等に向け台本を添付
・手話付き番組、多言語番組も登録

（５）外出しやすいまちづくり
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施策の柱
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施策

今後の
方向性

関連計画・
法令

第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧

計画
頁

NO 事業名 所管課
取組内容・実績 評価（成果・課題）

資料3

49 １） 情報のバ
リアフリーの
推進

29
②

支援を必要
とする人へ
の情報提供
体制の充実

子ども育成課 区の子育て支援情報について冊子（ガイド）とアプリ・サイトで提供
している。
【令和４年度】
①いきいきあんしん子育てガイド
　発行部数 １２，０００部
②しながわパパママ応援アプリ・サイト
　アプリダウンロード数（累計）２２，３２０件
　アプリアクセス数（累計）５２５，９８１件
　サイトアクセス数１３０，０２７件

産前産後から就学前までの切れ目のない子育て
支援に繋がるツールとして、ガイドでは、普遍・固
定的な情報を幅広く提供し、アプリ・サイトでは、
プッシュ通知でリアルタイムに情報を発信すること
で、子育てへの不安解消を図っている。今後も、利
用者の意見を取り入れながら、より利用しやすく充
実したサイト・アプリ・ガイドの運用に努める。

継続 子ども子育
て支援法

49 30
①

まちなかの
案内の充実

広報広聴課 国や都において、多言語対応やピクトグラムについての新たな考
え方が提示されたため、平成30年3月にサインマニュアルを更新
し、関係課に周知・活用を促進した。(一部、最終更新は令和３年６
月)

サインマニュアルを文書管理に保管し、サイン設
置課が活用できるようにしている。

継続

49 30
②

まちなかの
案内の充実
（観光案内
の充実）

広報広聴課 しながわ百景などを楽しく散策できるアプリ（ココシル品川）により、
ARを活用したスポット情報の発信や、様々なツアーコースを提案し
ている。

外国の方向けに多言語化対応している。 継続

49 30
③

まちなかの
案内の充実
（観光案内
の充実）

文化観光課
しながわ観光協
会

観光案内パンフレットの充実
区・しながわ観光協会で発行するパンフレットにおいて、まち歩きを
楽しんでもらう観点で作成し、多言語化、多機能化を推進した。

外国の方向けには多言語化のほか、おすすめの
モデルコースを盛り込んだり、観光スポットでの楽
しみ方(日本ならではのマナー・ルールなど)を伝え
る内容とするなど、多機能化も充実させている。

継続 都市型観光
プラン

49 30
④

まちなかの
案内の充実
（観光案内
の充実）

文化観光課 平成１８年度から区来訪者への利便性向上を図るため、歩行者用
観光案内標識の設置を開始した。
平成２１年３月に「観光案内標識設置計画書」を作成し、下記のと
おり設置を行った。
（実績）
　○設置累計　４９基（大型２２基、中型９基、小型１８基）

案内を実情に合わせて充実させるため、５年ごと
に地図面を確認し、更新を行う必要がある。

継続 ・都市型観
光プラン

・観光案内
標識設置計
画書

49 31 バリアフ
リーマップ
の充実

福祉計画課 だれもが外出しやすいまちづくりを進めるため、区有施設、公園等
に加え、鉄道駅に設置されている車椅子等対応トイレの施設情報
をホームページ上で公開している。
【令和４年度末】
　掲載施設数：２００件

今後さらに充実したバリアフリーマップとするため
に、対象施設を拡大していく必要がある。
東京都福祉のまちづくり条例施行規則の改正によ
り、令和４年度以降は、「だれでもトイレ」の名称が
使用できなくなり、個別機能をピクトグラムでわか
りやすく表示することになった。区としても、区有施
設内の旧だれでもトイレの表記を確認し、整備して
いく必要がある。

継続
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資料3

50 ２） 公共施設
等における
ユニバーサ
ルデザイン
やバリアフ
リーの推進

32 バリアフ
リー計画に
基づく面的
バリアフ
リーの推進

都市計画課 大井町駅周辺地区ならびに旗の台駅周辺地区バリアフリー計画の
道路・鉄道・一定規模以上の商業施設などの管理者が策定してい
る特定事業の進捗を確認し、特定事業計画の更新（改定）を行っ
た。
また、令和４年度は、鉄道駅のエレベーターの整備に対する補助な
どを行った。

大井町駅周辺地区および旗の台駅周辺地区にお
けるバリアフリー計画の推進について、各地区で
定めている特定事業計画に基づき、各事業主体と
連携・協力して事業の計画的な実施および進行管
理を進めるとともに、利用者の視点に立った安全・
安心なまちなかの整備を引き続き進めていく。

継続 高齢者、障
害者等の移
動等の円滑
化の促進に
関する法律
第25条

50 33 歩道のバリ
アフリー化
の推進

道路課 歩行者が歩きやすい空間を確保するため、歩道勾配の改善や段
差の解消について、道路改修工事に合わせ整備した。

引き続き、歩行者が歩きやすい空間を確保するた
めのバリアフリーを推進していく。

継続

51 34 放置自転車
防止の啓発
活動

土木管理課 歩行者の安全な通行を確保するため、駐輪場の整備や放置自転
車の撤去活動、放置防止の啓発活動を実施した。

【令和４年度】
・放置自転車等撤去台数：９，０１５台
・放置自転車等指導警告台数：６５，８７７台
・駅前放置自転車クリーンキャンペーン：令和４年１０月下旬実施
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、駅頭での広報活動（啓発品
の配布）は中止

駅周辺で自転車等駐車場を整備するまとまった用
地の確保が困難なため、再開発等のまちづくりの
機会をとらえるなど、整備を促していく。
放置禁止区域外の放置自転車は即時には撤去で
きないため、対応に苦慮している。
引き続き警察、商店街、鉄道事業者等と連携し、
放置防止に取り組んでいく。

継続 「自転車の
安全利用の
促進及び自
転車等の駐
車対策の総
合的推進に
関する法
律」
「品川区自
転車等の放
置防止およ
び自転車等
駐車場の整
備に関する
条例」

51 ３） 道路通行
や交通安全
のルールと
マナーの徹
底

35 交通安全講
習会等の開
催

土木管理課 高齢者の交通事故防止のため、区内各警察署等と連携して、交通
安全講習の開催や刊行物の配布等の交通安全対策を実施した。
【令和４年度】
・高齢者交通安全教育推進委員会の開催（１回）
・高齢者交通安全講習会の開催（０回）
・刊行物（お元気だより）の発行（４，１００部）
※新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、講習会は中止

高齢化社会の進展によって全人口に占める高齢
者の割合が増加し、高齢者が関係する交通事故
の比率が増加している。今後も各種啓発活動によ
る交通安全の呼びかけを積極的に推進し、高齢者
の交通安全意識の高揚を図る。

継続
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資料3

51 ４） 多様な外
出の支援

36
①

移動支援
サービスの
充実

高齢者福祉課 高齢者や障害者など一人での外出に不安がある人に、日常の買
い物や散歩に付き添うなど、自己決定・自立支援を目指し、同行支
援を行った。
【令和４年度】
　延べ利用者２０８人

平成２９年度より事業の実施形態を区の委託事業
からNPO団体の自主事業（区補助事業）へと変更
し、柔軟な運用が行えるよう見直し改善を図ってい
る。コロナ禍の影響があったものの利用実績は横
ばいとなっている。利用者ニーズを的確に捉え、外
出同行の利用者数・登録者数の拡充を図ってい
く。

継続

51 36
②

移動支援
サービスの
充実

福祉計画課 高齢者や障害者などの社会参加や生活利便性の向上のため、道
路運送法に基づく団体登録を受けた事業者が会員に対し、個別輸
送サービスを行った。
【令和４年度】
　１，２４６回

福祉有償運送運営協議会での議論を踏まえつ
つ、移送サービスを必要としている利用者へ適切
なサービスを提供するため、新規に登録希望する
団体があれば、適正に運用を審議する。

継続

51 37 手話通訳者
等コミュニ
ケーション
手段の充実

障害者支援課
情報推進課

意思疎通支援事業として手話通訳者を介した窓口相談や区内イベ
ント・区民の要望に応え手話通訳者・要約筆記者の派遣を行うなど
コミュニケーション支援を行った。また、遠隔手話通訳サービスを利
用できるタブレット端末の区窓口への常設、イベント等への貸し出
しを行うことでコミュニケーション手段の拡充を図った。

区民に手話を普及するために手話体験講座、手
話通訳者を養成するため手話講習会を今後も継
続的に実施していく必要がある。また、コミュニ
ケーションに係るニーズは多岐にわたることから、
今後もニーズに応えるためソフト面・ハード面とも
に整備を進めていく必要がある。IT機器やツール
も日々進化しているため、研究していく。

拡大 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画
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資料3

54 １） 妊娠・出
産・育児の切
れ目のない
包括的な支
援の充実

38
①

しながわネ
ウボラネット
ワークの充
実
［妊娠～出
産～産後
期］

品川保健セン
ター

【令和４年度】
①妊産婦ネウボラ相談員面接
　面接件数　３，２２２件
②産後全戸電話相談
　相談件数　１，４７２件
③産後ケア（宿泊型）
　利用件数　８４件
④産後ケア（日帰り型）
　利用件数　２３１件
⑤産後ケア（訪問型）
　利用件数　２２８件

①妊娠期面談を通して、保健指導や子育てサービ
スの情報提供を実施している。さらに、来所が困
難な妊産婦向けに、オンライン面談を行っており、
利用者の満足度が高い。
②産後１カ月までに原則電話による状況把握およ
び相談を実施し、育児相談やすくすく赤ちゃん訪
問につながっている。
③ネウボラ面接等を通じ情報提供し、ケアの必要
な対象者の利用につなぐことができている。
④平成２９年度から対象要件を拡大（産後６０日未
満→産後４カ月未満・初産→経産婦も可）し、満足
度の高い評価が得られている。実施場所がホテル
から保健センターに変更され、安定した運営が課
題である。
⑤授乳相談等に個別の対応ができていることか
ら、利用者の満足度が高く、利用者数は増加して
いる。
③④⑤産後ケア全体の仕組みの見直しについて
課題である。

継続

54 38
②

しながわネ
ウボラネット
ワークの充
実
［産後～子
育て期］

子ども家庭支援
センター

【令和４年度】
①産後家事育児支援訪問費助成事業
　申請件数　１，２１８件
②子育てネウボラ相談　２，５２０件
　巡回先の相談件数　８０件

①令和４年度の申請件数は前年度から約1.4倍に
増加した。今後もアンケートを実施し、ニーズや満
足度を把握していく。
②令和４年度は東大井児童センターで相談事業を
開始した。認知度向上のため、ネウボラのいない
児童センターへの巡回宣伝、保健センターでの周
知宣伝を行った。令和４年度は、子育てメッセに参
加し事業の周知を行った。

継続

55 ２） 高齢者等
の相談支援
体制の充実

39 在宅介護支
援センター
の充実

高齢者福祉課 ２０箇所の在宅介護支援センターが、随時相談支援等のサービス
を提供している。

在宅介護支援センターを核とした高齢者への相談
支援体制は定着している。今後も、地域の身近な
相談・支援の拠点として、できる限り住み慣れた地
域で暮らし続けたいと願う区民ニーズに応えるよ
う、その支援体制・機能をさらに充実・強化し、適
切かつ迅速な相談支援に努める。

拡充 ・介護保険
法
・品川区介
護保険制度
に関する条
例
・第８期品川
区介護保険
事業計画
等

3. 適切な支援につながるしくみをつくる

（１） 包括的な相談支援体制の充実
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資料3

55 40 支え愛・
ほっとス
テーション
の充実

福祉計画課
（社協）

各地域センター内に２名のコーディネーターを配置し、高齢者をは
じめ様々な相談に対応しており、公的サービスだけでなく、生活支
援などの制度外のサービスも含めた支援を行う。
○身近な福祉相談窓口
○制度外も含めたサービス提供の総合的調整
○高齢者への訪問活動（生活実態の把握、見守り）
○安否確認

【令和４年度】
　相談…２，５０１件
　訪問…２，４１１件
この他、ほっとレター等のポスティング活動を２，８６５件実施。

周知活動としては、全体で２９５回周知活動を行っ
た。町会や高齢者クラブの方から声をかけていた
だきコロナ禍のため短時間ではあるが周知活動、
事業説明を行った。またコロナ禍による見守り活
動として、はがきによる状況確認を６月と１２月に
行い、総数１，９４１通送付し８３６通の返信があっ
た。
個別支援は相談内容の多様化・複雑化に伴い、
相談対応の質の向上とコーディネート力の強化に
引き続き務めていく。

継続

56 ３） 障害者の
相談支援体
制の充実

41 相談拠点の
整備

障害者支援課 【令和４年度】
・相談延べ件数　５１，３９８件
・計画相談件数　  ４，７９０件
・児童計画件数　　２，９６４件

区内に５カ所の地域拠点相談支援センターを設置
しており、地域の相談支援の中心的な役割を担っ
ている。引き続き計画相談支援のみならず、基本
相談や一般相談等、障害者支援にかかる適切な
マネジメントが迅速に行えるよう、相談員の質の向
上と丁寧な相談支援に取り組めるようにする必要
がある。

継続 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画

56 42 精神障害者
の地域生活
支援

障害者支援課 【令和４年度】
①利用登録者３５人、相談支援延件数１，６７３件、
 　交流室延利用人数１，２７１人
②利用登録者３５人、延利用人数１，９３７人、
③利用登録者数５２人、延利用人数２，７２８人

①家庭訪問によるアウトリーチ支援を行い、利用
者の状況を積極的に把握するとともに、通院に同
行するなど適切に医療機関につなげている。
②閉じこもりがちな精神障害者に交流の場と食事
や入浴の機会を提供することにより、精神障害者
の生活の質の向上を目指している。
③生活上の困りごとの２４時間対応を区内２か所
で実施している。引き続き障害者の地域での生活
をサポートしていく必要がある。

継続 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画

56 ３） 障害者の
相談支援体
制の充実

43 療育支援体
制の強化

障害者支援課 【令和４年度】　　３回
自立支援協議会における専門部会「こども支援部会」において、関
係各課の現状と課題を共有し、今後の療育に関する意見交換を
行った。

自立支援協議会における専門部会「こども支援部
会」において、成長段階に合わせて関連する関係
機関と連携し、ネットワークの構築に努めてきた。
引き続きさらに連携を強化し、地域に暮らす障害
児の健やかな成長と発達を目指す。

継続 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画
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資料3

56 44 発達障害・
思春期サ
ポート事業
の実施

障害者支援課 【令和４年度】
①家族支援・・・年間５７２人登録
②本人支援・・・年間１４３人登録、延べ利用人数５８２人
③講演会等・・・延べ４回、２，５４８人

発達障害への理解促進のための講演会等を実施
している。
成人期支援を担う、区立発達障害者支援施設ぷ
らーすとの連携の下、発達障害の特性に応じた支
援を実施している。引き続き本人・家族支援の強
化と発達障害の理解促進を進めていく必要があ
る。

継続 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画

56 45 地域生活支
援拠点の整
備

障害者支援課 障害者の地域生活を支えるために、３ヶ所の地域拠点相談支援セ
ンターに地域拠点マネジャーを配置した。

地域生活支援拠点マネジャーを中心とした各地域
拠点相談支援センターからサービスに円滑に繋ぐ
ことができた。予防的な視点から障害児者の生活
状況等を把握するよう、更にきめ細やかな支援を
行っていく。

継続 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画

57 ４） メンタル
ヘルス対策
の充実

46 こころの健
康相談

保健センター
（回答：荏原保
健センター）

地域で対象となる区民や家族に対して、訪問や面接、電話の相談
を実施。
【令和４年度】
　こころの健康相談（３保健センター合計延件数）　１７，７７６件

継続

57 47 精神専門医
相談

保健センター
（回答：荏原保
健センター）

精神症状に対する不安やその対応方法について、本人・家族、関
係機関の支援者向けに精神科専門医師による相談を実施。
【令和４年度】
　精神専門医相談（３保健センター合計）　　　２３７件

継続

57 48 精神保健講
演会の実施

保健センター
（回答：荏原保
健センター）

【令和４年度】
　精神保健の区民及び支援者向け講演会
　（３保健センター合計）　　５２７人
　　　　　　　全５回　（インターネット配信： ３回）

すでにインターネット配信を実施している地域精神
保健サポート講演会、思春期講演会に加え、令和
4年度は精神保健講演会でもインターネット配信を
利用し、より多くの区民に啓発を行うことができ
た。今後も地域の精神保健・精神疾患に関する理
解を深めるため、区民や支援者に対しこころの健
康づくりや精神疾患への啓発事業を継続実施する
ことが必要である。

継続

コロナ禍では不安・ストレス等を背景にした相談や
希死念慮の訴えなど緊急性を要する相談にも応
じ、全体的な相談件数は増えてきている。
　相談内容は近年、複雑多様化した相談に対応で
きるよう、医療・福祉機関と連携して多職種チーム
による支援（メンタルチームサポート事業）で、病状
安定や再発防止につながってきている。
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57 ４） メンタル
ヘルス対策
の充実

49 ゲートキー
パー養成研
修の実施

保健予防課 【令和４年度】　合計１，３１６人
　①職員向け(初級)　２３人
　②教職員向け　４６人←Web開催
　③PTA役員向け　１０６人←Web開催
　④職員向け(中級)　１８人
　⑤支援者(初～中級)　１５人←Web開催
　⑥支援者(上級)　１１人
　⑦民生委員向け　360人
　⑧新規採用区職員向け　137人
　⑨区民(オンラインゲートキーパー研修動画)　600人

さまざまな悩みや生活の困難を抱える人のサイン
に気づき、声をかけて話を聞き、必要な支援につ
なげ見守るゲートキーパーを養成するため、関連
部署や地域の中で支援を担う人材育成を更に推
進していくことが求められる。令和４年度は受講対
象に合わせてWeb開催を実施し、好評を得た。令
和５年度も、引き続き研修内容をブラッシュアップ
し、対面開催、Web開催を状況により選択して、積
極的に実施する。
自殺対策を推進するにあたっては、ゲートキー
パー研修以外に自殺未遂者支援などを更に充実
させることが必要である。

拡充 品川区自殺
対策計画・
自殺対策基
本法

58 １） 成年後見
制度の利用
促進・サービ
スの拡充

50 成年後見
サービスの
拡充

福祉計画課
（社協）

認知症高齢者等の判断能力が不十分な人に対し、適切な支援を
行うため、制度の周知や相談対応を行い、制度の利用促進を行っ
た。
【令和４年度】
　・区長申立て件数・・・３５件（高齢者ケース３１件、障害者ケース４件）

　・相談件数・・・１，９０７件
　・説明会・研修会等・・・１２回

制度の周知のための説明会・研修会等を実施す
ることで、認知症高齢者等の支援の体制整備を図
ることができた。

継続

58 51 市民後見人
養成事業の
充実

福祉計画課
（社協）

①市民後見人養成講座
　年１回講義（７日間）および実務研修を実施。
　※令和４年度・・・１７名修了
②市民後見人養成講座（市民後見人の会との共催）
　年１回講義（５日間）。
　※令和４年度・・・３０名修了
②市民後見団体への支援（区内ＮＰＯ法人等４団体）
③市民後見人の監督業務（成年後見センターによる監督）

社協が市民後見人の養成、受任までの養成研
修、実務研修、受任後の監督業務を一貫して行う
ことで、区民が安心して後見人を受任できる体制
づくりを進めている。

継続

59 ２） 地域にお
ける虐待防
止・早期発見
のしくみの連
携強化

52 区立児童相
談所設置に
向けた検討

児童相談所開
設準備課

・『児童相談所開設に向けた計画書』の策定、児童相談所設置自
治体としての政令指定要請に向けた準備
・区立児童相談所建物の建設工事竣工
・人材の確保・育成

区立児童相談所開設に向けた準備を着実に進
め、住民に身近な基礎自治体として、すべての子
どもの健やかな育ちを守るための体制を整備して
いく。

拡充

（２） 虐待防止と権利擁護の推進
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資料3

59 53 しながわ見
守りほっと
ラインの実
施

人権啓発課 【令和４年度】
　５６件（児童虐待３３件　　DV７件　　高齢者虐待５件
　　　　　障害者虐待１１件)

虐待は深刻かつ急を要する事案が大半を占めて
いる。２４時間いつでも「通報、相談」できる本事業
は、不安にさいなまれている相談者に安心感をも
たらすものとして、評価できる。
早期発見は早期対応につながり、問題が複雑化
する以前に、あるいは予防的に対応することによ
り早期解決につなげることができる。以上のことか
ら本事業を継続して行う。

継続

59 ２） 地域にお
ける虐待防
止・早期発見
のしくみの連
携強化

54 品川区虐待
防止ネット
ワーク推進
協議会の開
催

人権啓発課 児童、高齢者および障害者に対する虐待、配偶者暴力などの早期
発見やその被害者の適切な保護又は支援を図るとともに児童相談
所、警察署、民生委員・児童委員・医療機関など、様々な関係機関
と連携を強化し、虐待のない地域社会を目指している。
【令和４年度】
　令和４年７月１日実施

関係機関が集まり、制度変更の情報共有やケー
スの事例紹介を行う場としても有効であるため、今
後も継続して実施していく。

継続

59 55 要保護児童
対策地域協
議会の開催

子ども家庭支援
センター

品川区虐待防止ネットワーク推進協議会を全体会とし、その下に
位置づける地域分科会および協議会ケース会議をもって組織す
る。児童相談所の他、民生委員・児童委員、人権擁護委員、警察
署、学校、幼稚園、保育園、保健センター等の構成機関と連携して
いる。
【令和４年度】
　地域分科会：各地区年１回開催(計１３回)
　協議会ケース会議：計６９回（対象児童実数１０２名）

待機児童対策による保育所の新規開設に伴い、
構成機関が増加傾向にある。早期対応に遅れが
ないように、当協議会の設置目的を丁寧に周知し
ていく必要がある。

継続 児童福祉法
児童の虐待
防止に関す
る法律
東京都子供
への虐待の
防止等に関
する条例

60 １） 高齢者、
障害者等へ
のアウトリー
チの実施

56 認知症初期
集中支援事
業の実施

高齢者地域支
援課

【令和４年度】
　認知症初期集中支援チーム対応ケース数・・・１ケース

対象となるケースが1件のみで、初期集中支援
チームの活動件数が当初見込み数を下回った。
引き続き、対象となるケースが発生した場合、適
切な医療・介護サービスにつなげ、支援していく。
また、認知症検診後の支援として、区内訪問看護
ステーションと連携し、認知症の早期診断時より支
援につなげられる仕組みを整えていく。

見直し

60 57 地域生活安
定化支援事
業の実施

障害者支援課 ①精神障害者地域生活サポート事業として休日・夜間を含めた２４
時間の相談支援を行った。
②精神障害者地域生活安定化事業として通院同行や医療機関等
と連携した支援を行った。

精神障害者の方の地域生活を関係機関と連携し
支援することができた。今後増加してくるであろう
精神障害者の方を支えるため、医療・関係機関と
の更なる連携強化が必要である。

継続 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画

（３） 安心して住むための支援の充実
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資料3

61 ２） 高齢者等
の住まいの
確保

58 高齢者住宅
生活支援
サービス

高齢者地域支
援課

【令和4年度】
　利用者数・・・１４人（内R4新規利用者４人）

引き続き、品川区居住支援協議会と連携し、不動
産店以外（大家・保証会社等）にも事業の周知を
行い、新規利用者数を増やしていく。また委託事
業者と協議し、より利用し易い制度へ変更してい
く。

継続

61 59 居住に関す
る支援のし
くみの検討

住宅課 高齢者、障害者、ひとり親世帯、低額所得者の住宅確保に配慮を
要する人に対する支援について、不動産事業者と連携し、住まい
の情報提供を行う住宅確保要配慮者入居促進事業を令和３年１１
月より開始した。
【令和４年度実績】
・あっ旋決定者数：２６５件、入居者数：１４１件

高齢者、障害者、ひとり親世帯、低額所得者を所
管する部署と連携を図りながら、住宅確保に配慮
を要する方に民間賃貸住宅のあっ旋を行い、入居
につなげることができた。今後、入居中の支援も含
め、所管課と検討を進めていく。

拡充

62 １） 障害者等
の就労移行
の支援強化

60 障害者就労
支援セン
ターの充実

障害者支援課 障害者就労支援センターを中心とした就労支援事業を実施し、就
労と生活の両面から障害者の方のサポートを実施した。

一定数の企業就労を実現し、障害者の方の就労
支援に繋げることができた。
今後増加してくる発達障害者の方に対する多様で
きめ細かな就労支援の展開が必要である。

継続 品川区障害
者計画、第6
期品川区障
害福祉計
画・第2期品
川区障害児
福祉計画

63 ２） 生活困窮
者等の自立
への相談支
援

61 生活困窮者
自立支援事
業の実施

生活福祉課 　各相談機関との連携で、生活困窮者の相談や支援、他制度の案
内などの支援を行った。生活困窮者自立相談支援の相談数は新
型コロナウイルス感染症の影響で令和２年度に１５,０００件を超え、
住居確保給付金の相談数、申請数も急増したが、令和４年度から
落ち着きはじめ、令和４年度の相談件数は８，４２９件であった。
【令和４年度】
　生活困窮者相談数　８，４２９件（住居確保給付金相談含む）

　生活保護廃止後に生活困窮者自立支援制度の
チラシを配布するなど、相互に制度の周知を行い
連携を図っている。
　また、今後は重層的支援の枠組の中の専門機
関として、他関係機関との連携や地域との関わり
をさらに深め、事業の周知や相談の機会を提供す
ることが重要となる。

拡充 生活困窮者
自立支援法

（４） 自立のための環境づくり
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資料3

64 １） 地域の人
材による支
援活動の充
実

62
①

制度の対象
とならない
人への対応
①

社協 高齢者の方や障害者の方が住み慣れた地域で暮らせるように、有
償の福祉サービス（さわやかサービス）を提供した。
【令和４年度】
　利用会員数　 ４４３世帯４９１人　　協力会員数　３２９名
　サービス利用回数　　１０，７３４回　　　１５，５５２時間

インフォーマルなサービスとして、制度の狭間を埋
める一役を担っている。

継続

64 62
②

制度の対象
とならない
人への対応
②

子ども家庭支援
センター

子育ての手助けがほしい方（依頼会員）と、子育ての手助けをした
い方（提供会員）が会員になり、地域の中で子育てする会員組織を
区内２か所に設置し、相互援助活動（ファミリー・サポート・センター
事業）を行っている。
【令和４年度】
①大井ファミリー・サポート・センター
　依頼会員数　２，１４８名（生後４３日～１２才）
　提供会員　 　２３４名　　　　両方会員　　１０名
　活動件数　５，０５０回　（４２０回／月平均）

②平塚ファミリー・サポート・センター
　依頼会員数　２，２７２名（生後４３日～１２才）
　提供会員　 　１５２名　　　　両方会員　　３名
　活動件数　１，３３３ 回（１１１回／月平均）

地域で子育てを支えあう仕組みづくりを行ってい
る。引き続き事業周知を行い継続実施していく。

継続 児童福祉法

64 63 すけっと品
川養成講座

社協 地域の住民が介護に関する基礎的な知識や技術を学び、実際に
地域福祉の活動につなげるために、養成講座を開催した。
【平成２７～令和４年度累計】　（平成２７年度開始事業）
①受講者数・・・２９２人
②すけっと会員登録者数…２０５人

すけっと会員登録者は、さわやかサービスをはじ
め、ボランティアセンター、支え愛・ほっとステー
ションの支援員として登録するなど、地域福祉の
担い手となっている。
また、すけっと会員を対象としたフォローアップ講
座や交流会を開催し、会員の活動継続やモチベー
ション維持を支援している。

令和３年度、４年度は人数を限定して開催してい
るが、コロナ収束後はより多く参加いただけるよ
う、広報やプログラム等の見直しが課題である。

継続

（５） 生活支援等福祉サービスの充実
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第３期品川区地域福祉計画で推進する事業の取り組み状況一覧

計画
頁

NO 事業名 所管課
取組内容・実績 評価（成果・課題）

資料3

65 ２） 生活支援
コーディネー
ターによる地
域特性等の
把握

64 地域特性等
の把握

福祉計画課
（社協）

支え愛・ほっとステーションのコーディネーターが、生活支援コー
ディネーターも担っており、地域のネットワークの構築により、地域
ニーズの把握と人材の発掘、資源の見える化などを図っている。

①地域情報集
ひとり暮らし高齢者等が地域で生活する上で役に立つ各地区内の
店舗（配達含む）や医療機関等の情報を地域住民から収集し、「お
役立ち情報集」として作成（年１回更新）、必要な方に配布する。
②生活支援サービス・・・１，６９６件
③地域支援員・・・４９５人

地域課題等について地域支援員と話し合う「地区
ミーティング」を、各地区にて計７３１回実施した。
また、新たな見守り活動として地域支援員による
ほっと電話を全地区で開始し、ほっと電話の拡充
と地域支援員同士のつながりを目的とした支え愛
ミーティングを定期的に行った。

継続

新規 ヤングケア
ラー支援事
業

子ども家庭支援
センター

区内におけるヤングケアラーの存在を把握するとともに、区として
の体制の構築、支援策の具体的なあり方について検討していく。

①実態調査の実施
区立小中学校・義務教育学校の教職員、および関係機関職員向
けに実施した研修会の参加者に対してアンケート調査を行った。
・教職員向けアンケート回答数：1,195件
・関係機関職員向けアンケート回答数：345件
②研修会の開催
学校関係者、保育・幼稚園職員、在宅介護支援センター職員、相
談支援事業所職員、民生・児童委員、区職員等向けに研修会を計
１４回開催した。
③庁内連絡会議の開催
ヤングケアラーに関係する部署の部課長が参加する会議体を設
置。区の支援体制について検討した。

令和４年度に実施した実態調査や、庁内連絡会議
で抽出された課題や問題を、「認知」「連携」「支
援」の観点で整理し、令和５年度は以下のとおり実
施していく。

①「認知」：ヤングケアラーに気づくこと
子ども向けリーフレットの作成、学校・関係機関向
け研修会の開催、子ども向け実態調査
②「連携」：支援につなぐ体制整備
庁内連絡会議の開催、ヤングケアラーコーディ
ネーターの配置、対応マニュアルの作成
③「支援」：ヤングケアラーとその家族への支援
ピアサポート相談サロンの開設、SNS相談窓口の
設置、子育て世帯訪問支援事業の実施

拡充 児童福祉法

新規 ２） 公共施設
等における
ユニバーサ
ルデザイン
やバリアフ
リーの推進

公園のバリ
アフリー化
の推進

公園課 公園をだれでも利用しやすい空間にするため、トイレの洋便器化や
の公園改修工事に合わせ、トイレの改修、段差解消や園路の勾配
をゆるくするなどの整備を行う。

・公園・公衆便所の洋便器化
・だれでもトイレに大型ベッドの追加
・入口、園路などのバリアフリー化

継続 東京都福祉
のまちづくり
条例

新規 １） 高齢者、
障害者等へ
のアウトリー
チの実施

高齢者の保
健事業と介
護予防の一
体的実施

国保医療年金
課

【令和５年度開始】
後期高齢者の健康寿命の延伸・介護予防を目的に「フレイル予防・
低栄養予防」のための相談指導を開始する。
後期高齢者健康診査からハイリスク者を抽出し、管理栄養士等に
よる３ヶ月間の継続した訪問指導を実施する。

継続
3. 適切な支援につながるしくみをつくる
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